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3、1 人当たり教育訓練費の実額を計算して、さらに GDP デフレーターに
よって実質化した値の推移を図 2 に示した。すると 1980 年代前半の水準までの落ち込みと




ら、 企業が従業員に対して実施した能力開発策について調べてみると、 集合研修など Off-JT
の実施率は、1980 年代から 1990 年代前半にかけて 70-80%の水準を保っていたが、1990 年
代後半から 2000 年代前半に 50-60%台に下落し、その後 2000 年代後半には再び 70%台にま
で回復している。 また計画的 OJT の実施率をみると、 1980 年代後半には 70%台にあったが、








から 1970 年代以降の日本企業における能力開発の実施状況を分析し、2000 年代前半に
Off-JT の実施が減少していることを明らかにしている。 
 
3.  勤続構成を調整した教育訓練費 
                                                  
2  大久保（2009）にも同様のグラフが掲載されている。 
3  大久保（2009）にも同様のグラフが掲載されている。 





数と 1 年間に企業が負担した労働費用の内訳を尋ね、これを 1 人 1 カ月平均の労働費用に
換算した上で公表している。このため時系列データを比較する場合、労働者の種別・構成
の変化に配慮する必要がある。 
実際 1990 年代から 2000 年代にかけて企業の労働者構成は大きく変化した。まず不況によ








も低下した。企業の実施する Off-JT の内訳をさらに詳しくみると、対象者によって Off-JT
の実施時間が大きく異なっている。表 1 に示したのは、日本経営者連盟・日本産業訓練協
会が実施している『産業訓練実態調査』から企業で実施された集合研修の受講状況を調査
したものである。これを見ると 7 割以上の企業が新入社員に対する研修に 1 週間以上を費
やし、さらに全体の 3-5 割の企業が 2 週間以上かけている一方で、新入社員以外の従業員に










                                                  
5  就労条件総合調査は本社の常用労働者数 30 人以上の企業を対象に実施されているのに対し、 賃金センサ
スは企業規模の区分が異なる事情により常用労働者数 10 人以上の事業所を対象に実施されている。 このた
め母集団の労働者数は賃金センサスの方が多い。 5 
 









化を比較した。表 3 の結果を見ると、勤続年数が 1 年未満および 3 年未満の一般労働者の





企業の支出する教育訓練費の全額が勤続年数 1 年未満および 3 年未満の一般労働者に費や
されていると仮定する。すなわち、賃金センサスの区分で言うならば、短時間労働者や勤
続年数が 1 年ないし 3 年以上の一般労働者には企業の費用負担による Off-JT を通じた能力
開発は一切行われないとみなす。その結果、1 人あたり教育訓練費の動向は図 3 に示したよ
うに変更される。これを見ると、原系列では観察されていた 1990 年代以降の落ち込みが今
回行った調整によって大部分解消され、勤続年数の短い一般労働者の 1 人あたり教育訓練





8、図 4 に示した通り、従業員数 5000 人以上の大企業では 1990 年代に多少の落ち込
みがみられるが、全体的にはやはり緩やかな増加傾向がみてとれる。 
むろん上記の試算は短時間労働者や新入社員以外の一般労働者に対する教育訓練が全く








人以上」と「1000-4999 人」 、 「300-999 人」と「100-299 人」 、 「30-99 人」の勤続年数分布はそれぞれ、賃































































ることが求められる。 2008 年 9 月以降の経済危機を受け 2009 年 6 月に導入された緊急人材
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図 2：  1 人当たり教育訓練費（実質値） 
上：  労働者全体（1988 年の水準を 100 として相対化 
下：  企業規模別（1988 年の企業規模 1000-4999 人の水準を 100 として相対化 




図 3：  勤続年数の短い一般労働者の 1 人当たり教育訓練費の試算（全体） 
上：  1988 年の水準を 100 として相対化 




図 4：  勤続年数の短い一般労働者の 1 人当たり教育訓練費の試算（企業規模別） 
上：  勤続年数 3 年未満の一般労働者を対象として調整 
下：  勤続年数 1 年未満の一般労働者を対象として調整 
いずれも 1988 年の企業規模 1000-4999 人の水準を 100 として相対化 13 
 
表 1 
部長級 課長級 主任・係長 一般社員 新入社員
1週間未満 86.4 84.4 86.4 89.9 20.7
2,3日以内 65.7 60.3 64.4 73.7 12.4
1週間以上 13.6 15.6 13.6 10.1 79.3
2週間以上 0.0 0.0 0.0 0.0 51.0
部長級 課長級 主任・係長 一般社員 新入社員
1週間未満 89.6 85.5 83.1 84.5 28.2
2,3日以内 74.9 66.0 65.8 69.5 20.1
1週間以上 10.4 14.5 16.9 15.5 71.8
2週間以上 2.1 2.0 1.7 1.1 39.8
部長級 課長級 主任・係長 一般社員 新入社員
1週間未満 95.7 93.0 95.3 96.4 29.8
2,3日以内 88.6 84.9 88.3 90.3 24.1
1週間以上 4.3 7.0 4.8 3.7 70.1










規模計 1000人以上 100-999人 10-99人
1978 2.6% 1.6% 2.9% 3.2%
1981 4.2% 2.7% 4.5% 5.2%
1985 5.9% 3.9% 5.9% 7.6%
1988 8.3% 6.3% 8.1% 10.2%
1991 8.4% 6.4% 7.9% 10.5%
1995 10.5% 9.3% 9.7% 12.3%
1998 14.4% 14.5% 13.2% 15.4%
2001 15.3% 16.5% 14.1% 15.4%






規模計 1000人以上 100-999人 10-99人
1978 9.8% 5.8% 9.7% 13.2%
1981 10.2% 7.2% 10.5% 12.3%
1985 9.4% 6.1% 9.6% 12.0%
1988 9.4% 5.8% 9.3% 12.4%
1991 9.7% 7.4% 10.3% 11.1%
1995 7.6% 4.0% 7.2% 10.8%
1998 8.3% 5.4% 8.4% 10.4%
2001 7.6% 4.6% 7.9% 9.9%
2005 8.4% 6.5% 9.1% 9.5%
規模計 1000人以上 100-999人 10-99人
1978 26.5% 16.8% 27.6% 33.4%
1981 26.6% 19.2% 27.6% 31.8%
1985 25.2% 17.5% 25.8% 30.8%
1988 25.3% 17.5% 25.7% 31.1%
1991 26.2% 20.7% 28.1% 29.1%
1995 22.6% 14.9% 22.8% 28.6%
1998 22.9% 14.6% 23.6% 28.7%
2001 20.4% 13.0% 21.2% 25.8%








年度 合計 男 女 (百万円)
1998 198 142 56 5
1999 149604 89116 60488 13135
2000 270137 136837 133300 27123
2001 284680 148128 136552 39511
2002 380945 200066 180879 68289
2003 469829 248643 221186 89936
2004 230623 95964 134659 23908
2005 159066 64056 95010 11822
2006 138982 55617 83365 10348
2007 122721 47155 75566 9033
雇用保険業務統計より労働政策研究・研
修機構が集計した数値を転載
 